
春日市財務書類３表

令和３年度決算

（概要版）

令和５年２月

経営企画部 財政課



.



１　貸借対照表（バランスシート）（令和4年3月31日現在）

　平成18年8月31日総務省事務次官通知『地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指
針』により、人口3万人以上の都市については、平成21年度までに、①貸借対照表、②行政コスト
計算書、③純資産変動計算書、④資金収支計算書（いわゆる財務書類４表）を「基準モデル」又は
「総務省方式改訂モデル」に基づき作成・公表することとされました。これに基づき、本市では平
成21年度から「基準モデル」を採用し、連結財務４表を作成してきました。
　その後、平成27年1月23日総務大臣通知『統一的な基準による地方公会計の整備促進について』
により、全ての地方公共団体において、平成29年度までに、「統一的な基準」に基づき財務書類を
作成することとされました。

　これを受けて、本市では、令和3年度決算について、春日市の全会計及び土地開発公社に加え、
春日市が構成団体となっている一部事務組合のうち、春日那珂川水道企業団（上水道事業）、筑慈
苑施設組合（火葬場事業）、春日大野城衛生施設組合（不燃物処理事業）、春日・大野城・那珂川
消防組合（消防事業）、福岡都市圏南部環境事業組合（可燃物処理事業）及び福岡県自治振興組合
（市町村職員研修事業及び公文書等保存・供用事業等）を連結し、「統一的な基準」に基づく財務
書類を作成しました。
　なお、平成27年度決算から、行政コスト計算書及び純資産変動計算書を1つの書類にまとめ、財
務書類３表としました。
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（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

135,289 96% 160,442 96% 192,981 95% 27,527 20% 43,088 26% 56,084 27%

(1)有形固定資産 118,739 84% 141,616 84% 169,172 83% ①地方債等 24,688 18% 33,487 20% 40,490 20%

　①事業用資産 62,500 44% 62,500 37% 69,838 34% ②退職手当引当金 2,839 2% 2,839 2% 3,602 2%

　②インフラ資産 56,045 40% 78,921 47% 97,040 48% ③その他 0 0% 6,762 4% 11,992 6%

　③物品 193 0% 195 0% 2,293 1% 2,965 2% 4,578 3% 6,220 3%

(2)無形固定資産 0 0% 825 0% 1,959 1% ①１年以内償還予定地方債等 2,598 2% 3,736 2% 4,562 2%

(3)投資その他の資産 16,550 12% 18,001 11% 21,850 11% ②未払金 3 0% 453 0% 934 0%

　①投資及び出資金 3,692 3% 3,694 2% 6,040 3% ③その他 364 0% 390 0% 724 0%

　②長期延滞債権 53 0% 122 0% 122 0%

　③基金 12,811 9% 14,207 8% 15,710 8%

　④徴収不能引当金 -6 -0% -22 -0% -22 -0%

　⑤その他 0 0% 0 0% 0 0%

5,601 4% 7,512 4% 11,068 5%

①現金預金 2,596 2% 3,865 2% 6,764 3%

②未収金 138 0% 803 0% 1,220 1%

③財政調整基金等 2,883 2% 2,883 2% 2,965 1% 30,493 22% 47,666 28% 62,304 31%

④徴収不能引当金 -15 -0% -42 -0% -47 -0%

⑤その他 0 0% 3 0% 167 0% 110,397 78% 120,288 72% 141,745 69%

140,890 100% 167,954 100% 204,049 100% 140,890 100% 167,954 100% 204,049 100%

◆市民1人当たりの資産と負債の額

　資産＝

　負債＝

◆純資産比率

　 資産のうち、市民の持分の割合を示したものです。民間の企業会計での自己資本比率に相当します。

１　貸借対照表（バランスシート）（令和4年3月31日現在）

　左側（資産の部）は、決算年度末までに残っている過去から蓄積された資産を示しています。右側（負債の部）はそ
の資産がどのようにしてできたのかを表しており、将来の世代が負担していく負債と、過去の世代が既に負担した純資
産から構成されています。

資産の部 負債の部

普通会計 全　　体 連　　結 普通会計 全　　体 連　　結

１固定資産 3固定負債

4流動負債

２流動資産

負債の部合計

純資産の部

純資産の部合計

資産の部合計 負債・純資産の部合計

※　四捨五入したため一致しない部分があります。

1‐(1)有形固定資産
①事業用資産 ： 庁舎や学校などの有形固定資産

②インフラ資産 ： 道路や河川などの社会基盤となる資産

③物品 ： 器具備品や機械装置などの資産

1‐(2)無形固定資産
ソフトウェア等無形の資産

1‐(3)投資その他の資産
①投資及び出資金 ： 運用目的の有価証券や出資金等の資産

②長期延滞債権 ： 税等の未収金や貸付金などの回収期限到来後1年を経過した資産

③基金 ： 特定の目的のために積立した資産

④徴収不能引当金 ： 長期延滞債権や長期の貸付金に対して徴収不能とみられる金額を見積り引当した金額

2流動資産
①現金預金 ： 形式収支額（歳入歳出の差引額）や歳計外現金などの現金や預金の資産

②未収金 ： 税収や使用料手数料のうち回収期限が到来後1年を経過していない資産

③財政調整基金等 ： 財政調整基金や1年以内に地方債の償還に充てられる減債基金

3固定負債
①地方債 ： 地方債・借入金残高のうち翌年度に償還する額を除いた残高

②退職手当引当金 ： 将来の退職者に対して給付すべきこととなる退職金の引当額

4流動負債
①１年以内償還予定地方債等 ： 地方債・借入金残高のうち翌年度償還予定額

②未払金 ： 企業会計団体の財貨又は用役の提供を受けたが、支払が済んでいない残高

○純資産
○純資産合計 ： これまでの世代が負担して蓄積された資産

181万円 （ ← 178万円）

55万円 （ ← 56万円）

69.5% （ ← 68.4%）

項　　目 項　　目

※　（　　）内は令和2年度決算の数値です。

項目の説明



（令和3年4月1日から令和4年3月31日）

（単位：百万円）

金　額 比率 金　額 比率 金　額 比率

36,215 103% 53,734 105% 56,060 110%

4,408 13% 4,809 9% 5,817 11%

10,561 30% 11,854 23% 14,477 28%

535 2% 775 2% 863 2%

20,712 59% 36,295 71% 34,903 69%

２経常収益 837 2% 2,467 5% 4,977 10%

３臨時損失 0 0% 0 0% 24 0%

４臨時利益 211 1% 264 1% 265 1%

純行政コスト 35,167 100% 51,003 100% 50,842 100%

５財源 37,863 108% 54,333 107% 54,576 107%

22,162 63% 28,862 57% 29,089 57%

15,701 45% 25,472 50% 25,487 50%

2,696 8% 3,330 7% 3,734 7%

６資産評価差額 0 0% 0 0% 0 0%

７無償所管替等 349 1% 399 1% 425 1%

８その他の純資産変動額 0 0% 0 0% 2 0%

3,045 9% 3,729 7% 4,161 7%

107,352 - 116,559 - 137,583 -

110,397 - 120,288 - 141,745 -

1,957 - 2,376 - 1,812 -

1,807 - 3,614 - 4,296 -

1,852 - 3,523 - 4,844 -

2,679 - 2,965 - 3,067 -

678 - 679 - 706 -

◆受益者負担比率

　 経常行政費用に対して受益者が負担した割合が分かります。

◆市民1人当たりの純経常行政コスト

　 経常的な行政活動の効率性を測定することができます。

２　行政コスト及び純資産変動計算書

　経常的な行政サービスを提供するために必要なコスト（費用）から、市民の皆様に負担していただいた
施設利用料、手数料等を除いた、純経常行政コストを示したものです。
　また、純資産の変動を、「財源」、「資産評価差額」、「無償所管替等」及び「その他」に区分して整
理したものです。

普通会計 全　　体 連　　結

１経常費用　計　(行政コスト総額)

①人件費

②物件費等

③その他の業務費用

④移転費用

①税収等

②国県等補助金

本年度差額

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

※固定資産等の変動（内部変動）・固定資産等形成分

・有形固定資産等の増加

・有形固定資産等の減少

・貸付金・基金等の増加

・貸付金・基金等の減少

※　四捨五入したため一致しない部分があります。

1経常費用
①人件費 ： 職員給与や議員報酬、退職給付費用など

②物件費 ： 備品や消耗品、委託費、使用料施設等の維持修繕に係る経費や事業用資産の減価償却費など

③その他の業務費用 ： 地方債、関係団体の借入金の償還利子や徴収不能引当金繰入額など

④移転費用 ： 住民への補助金や児童手当、生活保護費などの社会保障費など

2経常収益
施設を使用した際に徴収する使用料や証明書の発行手数料、財産売払収入、雑入など

3臨時損失
災害復旧事業費、資産の除売却損など臨時に発生するもの

4臨時利益
資産の売却益など臨時に発生するもの

5財源
①税収等 ： 市税や利子割交付金などの交付金、特別会計の保険料等の収入など

②国県等補助金 ： 国や都道府県からの補助金収入

6資産評価差額
有価証券等の評価差額など

7無償所管替等
無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など

※固定資産の変動
有形固定資産・貸付金・基金等将来世代に対する資産の形成の状況

8.9%

45万円

◆現役世代への財源措置割合

87.4%

◆将来世代への財源措置割合

12.6%
　 将来世代への財源措置割合が低いのは、インフラ整備が進んでいることを表しています。

項　　　　　目

※　（　　）内は令和2年度決算の数値です。

項目の説明

（ ← 8.1% ）

（ ← 53万円 ）

（ ← 91.4% ）

（ ← 8.6% ）



◆公債費等償還可能年数

３　資金収支計算書（令和3年4月1日から令和4年3月31日）

　一年間の現金の出入りを、性質別に整理したものです。官庁会計での決算書に最も近いものです。

（単位：百万円）

項　　　　　目 普通会計 全　　体 連　　結

(イ)業務活動収支（④-③+②-①） 2,997 4,427 5,833

①業務支出(注) 34,381 51,023 52,167

②業務収入 37,378 55,396 57,947

③臨時支出 0 0 0

④臨時収入 0 53 53

(ロ)投資活動収支（②-①） -2,192 -2,850 -3,521

①投資活動支出 4,486 5,359 6,144

②投資活動収入 2,294 2,510 2,623

利払後基礎的財政収支（イ+ロ） 805 1,577 2,312

(ハ)財務活動収支（②-①） -464 -781 -1,416

①財務活動支出 2,654 3,820 4,644

②財務活動収入 2,191 3,040 3,228

１本年度資金収支額(イ+ロ+ハ) 341 796 896

２前年度資金残高 2,138 2,952 5,740

３比例連結割合変更に伴う差額 0 0 -3

４本年度末資金残高（1+2） 2,479 3,748 6,633

(注)業務支出のうち、地方債等支払利息支出 126 255 339

※ 四捨五入したため一致しない部分があります。

イ-①業務支出 ：  行政サービスを行う中で、毎年度継続的に支出されるもの
　　　　　　　　　　　　　（人件費、物件費、補助費、扶助費など）

イ- ②業務収入 ：  行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入されるもの
　　　　　　　　　　　　　（市税、保険料、使用料、手数料など）

イ- ③臨時支出 ：  行政サービスを行う中で、臨時的に支出されるもの
　　　　　　　　　　　　　（災害復旧事業費など）

イ- ④ 臨時収入 ：  行政サービスを行う中で、臨時的に収入されるもの
　　　　　　　　　　　　　（資産の売却に伴う収入など）

ロ-①投資活動支出 ： 公共施設や道路整備などの資産形成、投資や貸付金などの金融資産形成に支出したもの

ロ- ②投資活動収入 ：  公共施設の資産形成の財源に充てられた補助金収入、土地などの固定資産の売却収入など

ハ-①財務活動支出 ：  地方債や借入金などの元本の償還

ハ- ②財務活動収入 ： 地方債や借入金の収入

19年 （ ← 30年※ ）

　※　算出式

(公債残高) 45,052

(利払後基礎的財政収支) 2,312

※　（　　）内は令和2年度決算の数値です。

　※　基礎的財政収支から借金の利払いを差し引いた金額で収支が一定だと仮定した場合に、市債の完済に
　　　あと何年かかるかを示す指標

＝

項目の説明


